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地震防災研究を取り巻く最近の状況  
	
 １１月中旬は色々な会議がありました。１１月２１日には東大地震研究所で地震予知研究協議会とい

うものが開催されました。ここで文科省の担当者から、来年度の概算要求について説明がありました。 
現在、国の地震防災研究の予算は基本的に文部科学省の地震・防災課が担当しています。ここの予算

は単年度１２０億円程度なのですが、来年度の概算要求ではなんと前年度比で３５０％（４６４億円）

がなされています。やはり焼け太り体質であると言わざるを得ません。ただ、この中で「予知」と名の

つく研究はたったの４億円です。しかもこの４億円も実は「予知を目指さない予知研究」です。真の予

知研究には日本全体で年間１７００万円しか配分されていないのが実情です。また「予知」という名前

を「予測」に変えようという発言が多くなされました。 
 
	
 １１月１８日には地震予知連絡会（予知連）が開催されました。ここでの議論の中心は、東北地方

太平洋側での土地の隆起と沈降の問題です。東北地方太平洋側では地質学的（過去５０万年といったオ

ーダー）には隆起しているのですが、今回の地震で気仙沼や牡鹿半島では１ｍ近く土地が沈降し、満潮

時には毎日海水が溢れて、日常生活に支障が出ているのは広く知られる所です。つまり、地質学的な観

測事実（長期間では隆起）と今回の地震での変動が逆なのです。この問題は現在の地震学の知識では解

決できていません。さらなる巨大地震がたとえば１万年に１回発生し、その時に一度に隆起するという

可能性も考えられています。この問題は被災地の復興ともからむ問題なのですが、今後どうなるのか答

えが出せないという状態です。 
	
 また、房総半島沖で体に感じない地震（スロースリップイベント）が発生したことを以前紹介しまし

たが、この発生間隔が今後どんどん短くなるようだと正に懸念される房総沖でのＭ８クラスの地震とな

るやもしれません。逆に今すぐ（今年とか来年前半）には発生しないと考えていいのかもしれません。

房総沖の変化については、逐次情報が入り次第お知らせします。 
 
	
 １１月２１日には東海地震の定例判定会が開催されました。特段の地震活動の異常は報告されてい

ませんが、愛知県下の地震活動が２００９年終わり頃から通常より低下している傾向がはっきりしまし

た。さらに２０１１年中頃からその変化が加速したように見えます。この変化には今後注目していきた

いと思います。 
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